



1975 年 11 月，パリ近郊のランブイエで主要国首脳会議（G6：Group of Six）
が開催された。日本では「サミット」と呼称されるこの会合は，翌 76 年から









































） 代表的な研究として，Emmanuel Mourlon-Druol and Federico Romero（eds.）, International
Summitry and Global Governance: The rise of the G7 and the European Council, 1974-1991





あるが，Daniel J. Sargent, A Superpower Transformed: The Remaking of American Foreign
Relations in the 1970s（Oxford: Oxford University Press, 2015）, Chapter 6, 8, 9 も第)回までの
各サミットを，大矢根聡「サミット外交と福田・大平の「世界の中の日本」像」福永文夫編
『第二の「戦後」の形成過程 1970 年代日本の政治的・外交的再編』有斐閣，2015 年，






Robert Putnam and Nicholas Bayne, Hanging Together: Cooperation and Conflict in the Seven-
power Summits, Revised and Enlarged Edition（Cambridge, Mass.: Harvard University Press,
1987）; 初期の経済サミット時代を含める形で概観した著作に，高瀬淳一『サミット 主要国
首 脳 会 議』- 書 房，2000 年，Hugo Dobson, Japan and the G7/8: 1975-2002（London:
RoutledgeCurzon, 2004）; Hugo Dobson, The Group of 7/8（London: Routledge, 2007）; 田所昌幸
「サミットの意義と展望」『国際問題』第 651 号（2016 年3月），13-21 頁，などがある。
4） 東京サミットの議事録も公開されている。PREM 19/28,%The Economic Summit Meeting
in Tokyo, 28 and 29 June 1979,'The National Archives in UK.
*）%Minutes of the Tokyo Economic Summit Meeting,'June 28-29, 1979, Foreign Relations of
the United States, 1969-1976, Vol. 37, Energy Crisis, 1974-1980, Doc. 221.























現行の制度の下，2009 年月から 2017 年月までの間に外交史料館には約


















)）『朝日新聞』2015 年 12 月 25 日，3面。
9） 主要各紙及び共同・時事の配信記事は，2015 年 12 月 25 日朝刊の外交記録公開の特集記事
内で本文書に触れている。
:）「戦後期外務省記録（「青ファイル」）分類表」は外交史料館のウェブサイトで閲覧可能であ












































































が再評価されている。Elizabeth Benning,%The road to Rambouillet and the creation of the
Group of Five,'in Emmanuel Mourlon-Druol and Federico Romero（eds.）, International
Summitry and Global Governance: The rise of the G7 and the European Council, 1974-1991



































14） 代表的な研究として，Robert O. Keohane, After Hegemony: Cooperation and Discord in the
World Political Economy（Princeton: Princeton University Press, 1984）（ロバート・コヘイン
（石黒馨・小林誠訳）『覇権後の国際政治経済学』晃洋書房，1998 年）。
15） Giuliano Garavini,%The Conference for International Economic Cooperation: A European
Diplomatic Reaction to the%Oil Shock', 1975-1977,'in Morten Rasmussen and Ann-Christina
L. Knudsen（eds.）, The Road to a United Europe: Interpretations of the Process of European




































17） シェルパについては，Emmanuel Mourlon-Druol,%Less than a permanent secretariat, more
than an ad hoc preparatory group: A prosopography of the personal representatives of the G7
summits（1975-1991）,'in Emmanuel Mourlon-Druol and Federico Romero（eds.）, Internation-
al Summitry and Global Governance: The rise of the G7 and the European Council, 1974-1991








































22） Nicholas Bayne,%The foundations of summitry,'in Emmanuel Mourlon-Druol and Federico
Romero（eds.）, International Summitry and Global Governance: The rise of the G7 and the
European Council, 1974-1991（New York: Routledge, 2014）, p. 26.
23） 第一次石油危機における日本外交は，拙著『「経済大国」日本の外交 エネルギー資源外
交の形成 1967〜1974 年』千倉書房，2015 年，を参照。
念材料となっていた。だが，非アラブ国であるイランへの期待を抱きつつも供














（イ） ECは既に月に合意した 79 年の年間消費量目標億トン（日当た
り約 1,000万バーレル）を再確認し，80 年から 85 年までの年間石油輸入量
を 78 年水準を超えないようにする。
（ロ） 仏，西独，伊，英の 85 年の石油輸入上限目標はそれぞれ 78 年実績と
する。
（ハ） 加，日本，米国の 79 年の石油輸入量については IEAで誓約した %
節約実現のための 79 年の調整済輸入水準を実現し，80 年もこの水準以下
にとどめる。










24） 高安健将『首相の権力 日英比較からみる政権党とのダイナミズム』創文社，2009 年，
209 頁。
25） IJPC については，美里泰伸『ドキュメント イラン石油化学プロジェクト 三井物産の苦
悩』日本経済新聞社，1981 年，IJPCプロジェクト史編集委員会編『IJPCプロジェクト史
日本・イラン石油化学合弁事業の記録』IJPCプロジェクト史編集委員会，1993 年。


































































． 本文書は，2015 年 10 月 15 日付で外交史料館に移管され，同年 12 月 24 日に公
立教法学 第 96号（2017)
94（121）
29） 西欧第一課「大平総理・ジスカール仏大統領会談」1979 年)月 27 日，前掲『第3回主要国
首脳会議／東京サミット』（2015-2096）。なお，日本の原則的立場は日独首脳会談でも同様に伝
えられたという。船橋『サミットクラシー』139 頁。
30） Jimmy Carter, Keeping Faith: Memoirs of a President（New York: Bantam Books, 1982）, p.
111.






















（1979 年，月 28，29 日 東京，迎賓館）
外務省経済局
目 次
Ⅰ 大平総理主催朝食会（月 28 日，総理官邸)
Ⅱ 第回会議（月 28 日，午前）
Ⅲ 月 28 日大平総理主催午餐会
Ⅳ 第回会議（月 28 日，午後）
Ⅴ 第回会議（月 29 日，午前）
Ⅵ 月 29 日大平総理主催午餐会













































































































（月 28 日 午前時 45 分〜11 時 10 分
コーヒーブレーク











































































































































































る。この面でもドイツは協力的である。しかしDonʼt let us take decisions









































































































































対策はできていないが 11 月日の各国の協調行動及び EMS の成立をみれば



































































































































































































































この後 12 時 40 分にサロンに集ってほしい。その後庭を散策した後，花鳥の
間で昼食をとる。
Ⅲ 大平総理主催午さん会

















⑵ これに対し，シュミット首相より，（イ）基準年を 73 年以前とすると言う
のであれば，国別輸入目標を設けることには反対しないが，米国の主張する如
























































































（月 28 日 午後 16 時 14 分〜16 時 50 分















しておきたい。特別声明の第パラの冒頭をwhile taking into full account of
social and economic circumstanes
マ マ
as part of international efforts, will




















りすぎる。taking into full accountは表現が弱くなりすぎる。taking into
full accountは escape clause になる。表現は可能な限り，強い方が望まし
い。
〈サッチャー首相〉
while taking into accountではどうか。これ以上の修正は無理である。
〈大平首相〉
fullの代りにintoのみでwhile taking into accountとする趣旨か。
〈サッチャー首相〉
social and economic circumstancesはぜひ入れたい。原案では，existing
circumstancesとなっている。
〈ジスカールデスタン大統領〉




























































































｟16 時 50 分より 17 時 25 分まで，中断｠
































industrialized countries to set similar objectives for themselves and proceed on
the assumption that such urging is effective taking into account the different
pattern of supply etc. を挿入すべきだと思う。また単に数字を設定することは
経済学的にみてもまた政治家としての自分からみても問題がある。このような
事は OPEC 諸国やわれわれの国民や私自身にとってもあまり impressive では
ない。また基準年次の問題については米は 79 年又は 77 年の何れでも良いとし




IEAに参加していないし，ほかの年としては 77，78 または 73 年すら考えら
れる。自分としては西独が 73 年から節約を始めたわけなので 73 年でも結構で
ある。したがってブランクに何をうめるかについて PEに指示すべきだと考え
るが，未だ実際に終っていない 79 年という年を基準にすることにはエコノミ
ストとして賛成出来ない。独政府としては，79 年でも 78 年でも基準年次につ
いてはさし支えないが OPEC に対する impression としては良くないと考え
る。
〈カーター大統領〉





とみている。77 年か 79 年かというこの基準年次を変えることは可能か。米は
















































































































is monitoring thisの代りに，The Community is monitoring this commit-
ment and France, Germany, Italy and United Kingdom are ready to
recommend to their community partners that each member countryʼs









ラムズドルフ経済相の発言を支持する。B 案，即ちThe Community is
monitoring thisの代りに，The Community is monitoring this commitment
and France, Germany, Italy and United Kingdom are ready to recommend to
their community partners that each member countryʼs contribution toward











ことを提案する。Seven countries express their will to adopt as maximum
goals for oil imports in 1985, the 1978 figure for France, Germany, Italy, and U.
K., the average 1977, 1978 and 1979 figure for US. Japan and Canada T
ママ
hese




仏案の第文については米に関しては，1978 年の数値が低いので 1985 年の目
標値として 1977，78，79 の年間の平均値ではなく 1977 年の数値をとりた


























ニケに incorporate し得る。自分としては国民に対する impactを考えると実
際の B/Dの数値があった方がよいと考える。単に国際的な trendについて述
べるよりも。従って自分の提案は，加の項について，Canada whose oil pro-
ductionwill be declining dramatically over the period between now and 1985，
will reduce its annual average rate of growth of oil consumption to 1%，with




Canada，Japan，and the U.S. will each achieve the adjusted import levels
to which they are pledged in IEA for 1979，will maintain their imports in 1980
at a level not higher than these 1979 levels，and will be monitoring this
日本としてもこの第ブラケットの部分を受け入れられる。また，加，米が
1985 年について示した数字も受け入れ可能であっても先程の理由により，日






reference to monitor both conservation and the developmentである。
〈カーター大統領〉

























では targetと goalとでは含みが相当異なる。targetの方が precise なのでそ
の方が望ましいが，goalでも受け入れ可能である。goalの方がより幅のある




加の 60万 B/Dとは，3,000万トン／年に相当する。また，85 年の 60万 B/
Dは最高の年となるのか。
〈クラーク首相〉
そうである。85 年以降は non-conventional な国内生産に依存が可能とな
る。
〈大平総理〉




adopts as a goal for 1985 import levels not to exceed the levels either of 1977 or




77 年と 79 年の数値に違いはあるのか。
〈カーター大統領〉
























頁第文を次のようにしたい。We will ask appropirate
マ マ
international
organizations to monitor fulfillment of our commitments in order to obtain fair
supplies……これは原文のIn fulfilling these commitments, our guiding
principle will be to obtain fair supplies……に代るものである。Appropriate


















ECとしては，ECがboth to specify and monitorすることに合意してい
る。これをさらに強めるために適当な国際機関に monitor することを提案し




意している。即ち仏案にあるように，These 1985 goals will serve as refer-
ence to monitor both conservation and the development of alternate sources of
energy. A high level group of seven countries, within the OECD, will review
periodically the results achieved by the seven countries. Slight adjustments









頁行目のtaking into account the differing patterns of supplyを
taking into account the differing patterns of saving potentials and supplyと
したい。
〈大平総理〉









We welcome the proposal to take steps……として ECへの言及を削除し
ても十分かも知れない。
〈サッチャー首相〉
ECの提案は，Product Marketについてであり crude marketは透明度の問
題の対象ではないと理解するが，ECへの言及を除くと crude marketも含む
ことになり，これは達成可能かよく分からない。productと crude の両 mar-
ketは全く異なる。
〈カーター大統領〉
我々ヶ国が合意している趣旨を出すため，We agreed to take steps to
bring into the open……ではどうか。
〈サッチャー首相〉
もし crude marketを含むのであれば，crude marketをbring into open
できるか疑問である。このパラではさらにWewill require that at the time of
unloading crude oil cargoes, documents be presented indicating the purchase
price as certified by the producer countries.とあるが問題である。即ち



















































We are studying a recommendationでもいい。それともWe are










英の reluctance を share する。従って表現としてはWe will consider the





























We will study the feasibility…との表現は単なる希望の表明であり不十分
である。この代りに，We shall study the procedures which are suitable to
acheive
マ マ
knowledge of these data。この方が少し強いと思う。午前中の時間を
この点に全て費す必要はないが。
〈サッチャー首相〉




















はどうか。We will seek to eliminate administrative action that might put







第パラ全文は次のようにしたい。We agree on the importance of keeping
domestic oil prices at world market prices or raising them to this level as soon
as possible. We will seek to eliminate administrative action that might put











措置は，crude と residual oilに対する補助金を削減するためであった。同時










それではand avoid new actionを入れてはどうか。
〈シュミット首相〉






We agree on the importance of keeping domestic oil prices at world market
prices or raising them to this level as soon as possible.Wewill seek to eliminate
administrative action and to avoid new subsidies that might put upward




新しい案を検討したい。自分は administrative arrangement と legal
arrangementsの違いがよく分からないし。
















We need to expand alternative sources of energy, especially those which
will help to prevent further pollution, particularly increases of carbon dioxide in
the atmosphere.
Without the development of nuclear energy in the coming decades, economic
growth and higher employment will be hard to achieve. This must be done
under conditions guaranteeing our peopleʼs safety. We will cooperate to this




lear energyの代りにexpansion of nuclear generating capacityと修文し
たい。核拡散防止に関連して，米としては注意深い表現を使うこととしてい
る。development of nuclear energyとすると再処理や廃棄物の取扱い等と
の関連で問題がある。
〈サッチャー首相〉
	頁の International Coal Advisory Boardについての言及があるが，これは
必要なのか。また，特に有用なのか。このような国際的な Advisory Boardの




















パラ 3.の第文末尾にpledge not to interrupt coal exportsとあるが，
exportsは貿易の反面のみを指しており importsについても問題が生じ得る。
従って，この exports を coal trade に修文したい。又その後にunless re-
quires to do so by a national emergencyとあるが，national emergencyとは
何か。overriding national interestとしてはどうか。
〈ラムズドルフ経済相〉

















賛成である。なお，linked to appropriate international organizationsの代り

















我々ヵ国を involve しているので，基本的には OECDを念頭に置いてい
ることを明確にすべきである。このため修文をlinked to OECD and to
appropriate international organizationsとしたらどうか。
〈カーター大統領〉




































のような状況にある LDCは 60 も 70 カ国もある。従って我々先進国が資金援
助を仮に倍にしても LDCの購買力の損失をカバー出来ない。よって先進国
としては一方ではこのような状況について黙り続け，かつ OPECの誤った言




















































































































































We deplore the decisions taken by the recent OPEC Conference. We
recognise that relativemoderationwas displayed by certain of the participants.
But the rises in oil prices nevertheless agreed are bound to have very serious
economic and social consequences. They mean more inflation and less growth.
That will lead tomore unemployment,more balance of payments difficulty and
will endanger stability in developed and developing countries of the world
alike.
以上の文章に，ページの最終パラの第文の冒頭を Nevertheless we re-
main と直して続ける。この文章を念のため読めば次のとおり。
Nevertheless we remain ready to cooperate with oil-exporting countries to
define supply and demand prospects on the world oil market.
〈カーター大統領〉
点修正をしたい。第に第文のrises in oil pricesの前にunwar-

























である。従ってcurrent circumstancesの後に続けてto continue our















Constructive North-South relations are essential to the health of world
economy. We for our part have consistently worked to bring developing
countries more fully into the open world trading system and to adjust our
economies to changing international circumstances. The problems we face are
global. They can only be resolved through shared responsibility and




The developing oil producing countries have just as important a role to play.
The latest decision substantially to increase oil prices will also severely
increase the problems facing developing countrieswithout oil resources aswell
as the difficulties for developed countries in helping them. The decision could
even have a crippling effect on some of the developing countries. In this
situation, we recognize, in particular….,
そしてこの文章に，原案にある the need以下の次の文章をつなげることにな
る。
the need for the flow of financial resources to the developing countries to
increase, including private and public, bilateral and multilateral resources. A
good investment climate in developing countries will help the flow of foreign
investment
〈カーター大統領〉







新しいテキストのうちThe latest decision substantially to increaseは
The latest decision to increase substantiallyではないのか。…誰がこんな文
章を起案したのか。キャリントン卿か？｟笑い｠
〈大平総理〉
主語が OPECの時には hasか，have か。





























現在書かれているようにseek to avoid…new subsidiesの方が望ましいの
でこのままでいい。
〈ジェンキンズ委員長〉






















We will seek to minimize and finally eliminate administrative action that
might put upward pressure on oil prices that result from domestic













Japan adopts as a 1985 target a level not to exceed the range between 6.3
and 6.9 million barreles
マ マ
a day. Japan will review this target periodically and
make it more precise in the light of current developments and growth
projections, and do their utmost to reduce oil imports through conservation,
rationalization of use and intensive development of alternative energy sources.
〈カーター大統領〉







である。フランスはこれを受諾するが，文章の最後にJapan will direct its










大平総理及び日本政府に対し real appreciation を表明したい。




ECの部分につき修正提案がある。1980 年（注 1978 年のまちがい）の数字は
結構だが，しかしこれは ECの全体のコミットメントの中で考えられるべきで
ある。さもなくばこれは他の EC加盟国に対するネガティヴな決定となろう。






























France, Germany, Italy and U.K. will make their contribution within the
















EC内でクォータを share outすることは別問題である。我々が国別に 78 年以
上の量を輸入しないようにすることがどうしても必要である。イタリアが 78
年シーリングを越える可能性はわかる。その場合にはイギリスの数値が小さく



























France, Germany andU.K. were also able to state that theywould also able to
立教法学 第 96号（2017)
34（181）






entered to by Italy would be reviewed when deciding on























































































してもらい 6 時 20 分には会合を終了したい。質疑応答は行わない。それでは
閉会する。｟拍手｠
外務省経済局「第五回主要国首脳会議議事録」（白鳥潤一郎）
31（184）
